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第２章 鹿屋市の状況 
本章では、持続可能な都市づくりに向け、本市の状況を整理します。 

1.人口動向 

 総人口・世帯の見通し 

 本市の人口は、2000 年以降減少し、2025 年には 10 万人を下回り、2040 年には約 2 割減少

となる見込みです。 

 生産年齢人口が減少する一方で、高齢者の割合が増加傾向にあると予測されています。 

 世帯数は、2015 年まで増加し、今後減少に転じると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査（2005 年～2015 年） 

国立社会保障人口問題研究所推計（2020 年以降） 

図：市の人口の推移 
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図：市の世帯数の動向 
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 人口増減の見通し 

 市街地の外側で人口増、中心部で人口減が予測されています。（2015 年⇒2040 年） 

  

※2040 年人口は、「将来人口・世帯予測ツール V2」 

    （国土交通省 国土技術政策総合研究所）を使用して算出 

海自 

鹿屋基地 

市役所 

肝付町 

鹿児島湾 

山間部では人口が減少 

中山間地では人口が減少 

図：人口増減率(2015 年～2040 年) 

市街地中心部では人口が

減少 

肝付町 

拡大図 
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2.土地利用等 

 土地利用の変化 

 建物用地が過去 40 年で約２倍に増加し、市中心部から、周辺の農地に拡散しています。 

 人口減少が予測されている中で、今後もさらに建物用地が増加すると、低密度化を招くこ

とが懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

6.9 

7.4 

8.0 

23.3 

25.9 

29.6 

54.5 

53.0 

52.5 

0.7 

1.5 

1.1 

10.2 

8.6 

5.5 

2.2 

1.8 

1.2 

1.6 

1.2 

1.5 

0.4 

0.6 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2016年

（平成28年）

1997年

（平成9年）

1976年

（昭和51年）

1976 年 

建物用地の面積 

約 2,300ha 

2016 年 

40 年後 

建物用地の面積 

約 4,300ha 

図：過去 40 年間の土地利用の変化 

資料：国土数値情報ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ（国土交通省）※住宅地・市街地等で建物が密集しているところ

※ 
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 新築の動向 

 新築は用途地域外が約半数を占め、札元や田崎など、用途地域外周部で新築が増加してい

ます。 
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図：地域別新築数の推移 資料：鹿屋市資料

(戸数) 

図：新築の分布状況（2014 年～2018 年） 
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図：住宅総数、空き家総数、空き家率の推移 

 空き家の動向 

 空き家率は全市的に増加傾向で、中でも市街地中心や既成住宅地で空き家が見受けられま

す。 

 空き家率が上昇する一方で、新築戸数は依然として一定数で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図：空き家分布状況 

資料：住宅・土地統計調査 

肝付町 

拡大
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3.生活利便施設の立地状況 

 幹線道路沿いに生活利便施設が多く立地しています（高齢者福祉施設を除く）。 

 市街地中心、寿、西原は徒歩圏内での利便施設が立地していますが、将来的には生活利

便施設が立地する地域の人口減少が予想されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図：生活利便施設の分布 

肝付町 

※子育て支援施設、高齢者福祉施設は 500m、それ以外は 800m で算出。 

用途地域内は鹿屋のみを計上 

図：医療・福祉・商業施設の立地状況 施設圏域における人口密度の推移（単位：人/ha） 

凡例 

    周辺人口が減少する施設 
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4.公共交通の状況 

 東西方向の運行本数が多くなっています。 

 人口減少が特に進む中山間地などでは、サービス水準の低下や路線廃止などが懸念されま

す。 

 人口が増加する箇所もバスの運行本数は少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図：バスの運行本数 
資料：鹿屋市ホームページ、鹿児島交通㈱ホームページ、

小地域別将来人口・世帯予測ツール（国総研）
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 公共交通利便性地域に居住する人口は市全体の 23.4％にとどまっています。 

 (参考 鹿児島市：78.5%   霧島市：34.8%   薩摩川内市：30.9% ※国土交通省資料) 

 高齢化率の高い高隈や輝北などでは、バス徒歩圏外に住む人の割合が多くなっていま

す。 

 バス利用者は減少傾向で、財政負担は大きく増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図：地域別の徒歩圏人口カバー率（総人口） 

図：公共交通の利用者数と市財政負担の推移 

資料：鹿屋市ホームページ、鹿児島交通㈱ホームページ、

小地域別将来人口・世帯予測ツール（国総研）

資料：鹿屋市資料※負担額は、バス年度（前年 10 月～9 月）の運行に対する補助金額 
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5.温室効果ガスの排出量の状況 

 温室効果ガスの排出量は全体的に減少傾向にありますが、近年微増しています。 

 部門・分野別にみると、全国平均に比べ運輸部門が占める割合が高く、令和元年度の構

成比では 40%を占めています。 
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図：部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化（千ｔ-ＣＯ₂） 

資料：環境省自治体排出カルテ

図：排出量の部門・分野別構成比の比較（令和元年度） 

44%

18%

18%

22%

16%

18%

20%

40%

2%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

⿅屋市

産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄物分野（一般廃棄物）



 鹿屋市立地適正化計画 

 

13 

6.想定される災害の状況 

 肝属川流域に浸水想定区域が広がっています。 

 市街地内は浸水区域や土砂災害特別警戒区域・警戒区域などが点在しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図：災害が懸念される地域 

資料：鹿屋市資料

拡大図 

※洪水浸水想定区域は、 

計画規模（２日間総雨量 490 ㎜） 

を表示 
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7.公共施設の将来の見通し状況 

 これまでに整備した公共建築物やインフラの更新のために年間に要する費用は、大幅な

増加が見込まれています。 

 

【投資的経費の実績額と将来コスト推計との比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【投資的経費の実績額と将来コスト推計との比較】 

 

 

 

 

  

公共建築物 

実績額 将来コストの推計 

(H28～R2決算平均) 40年間累計 １年平均更新費用 

約26.6億円 約2,232.3億円 約55.8億円 

インフラ 

実績額 将来コストの推計 

(H28～R2決算平均) 40年間累計 １年平均更新費用 

約8.7億円 約2,660.9億円 約66.5億円 

公共建築物は 

年間 29 億円増 

インフラは 

年間 58 億円増 

資料：鹿屋市公共施設等総合管理計画より抜粋

図：公共建築物、インフラの更新費用の試算 

直近 5 年平均 

公共施設投資的経費の実績 
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年更新費用の試算 
55.8 億円 

既存更新及び新規整備分 
2.1 倍 

40 年間の 
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2,232.3 億円 

直近 5 年平均 

公共施設投資的経費の実績 

8.7 億円 

年更新費用の試算 
66.5 億円 

既存更新及び新規整備分 
7.6 倍 

40 年間の 

更新費用総額 

2,660.9 億円 
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8.まとめ 

 本市の状況を踏まえると、人口減少や市街地の拡散が今後も進むことが予想されます。

一方で、この状態が継続することにより、持続可能な都市経営を進めていく上で、様々

な問題が発生すると考えられます。 
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【現況・特性】 

・公共施設維持のために年間に要する費
用が、大幅に増加する見込み。 

【問題点】 
・人口減少により税収入が減少し、公共施設の維持管理に要

する費用を従来どおり確保することが困難となる。 

【現況・特性】 

・肝属川沿いに浸水想定区域が広がる。 

・市街地内は浸水区域や土砂災害特別警
戒区域・警戒区域などが点在。 

【問題点】 
・防災上危険性が懸念される地域では高齢化率が高く、災害

発生時の避難が困難となる。 

【現況・特性】 

・

【問題点】 
・人口減少により利用者が減少すると、バス路線の維持が難

しくなり、高齢者等の移動手段が失われることが考えられ
る。 

【現況・特性】 

・幹線道路沿いに生活利便施設が多い。 

・市街地中心、寿、西原は徒歩圏内での
利便施設が多い。 

・生活利便施設の徒歩圏人口は、寿地域
を除く全市で今後減少する見込み。 

【問題点】 

・生活利便施設の圏域人口が減ることで施設が維持できなく
なり、利用できる施設が減少する。 

【問題点】 
・今後も市街地の拡散傾向が続くと、インフラの維持など都

市経営が非効率になる。 

・空き地や空き家の増加により、都市のスポンジ化がさらに
進むことが考えられる。 

【現況・特性】 

・過去 40 年間で、市街地の拡散が進ん
できた。 

・用途地域の外縁部で新築が増加。 

・空き家は増加傾向で、特に市街地中心
や既成住宅地で面的に増加。 

・新築戸数は年間 600 戸台で推移。 

人
口
動
向 

【問題点】 
・中心市街地では人口減少により、都市のスポンジ化がさら

に進むことが考えられる。 

・用途地域の外縁部では人口増加が進み、市街地が拡散する。 

・中山間地などでは人口減少が進み、地域のコミュニティの
維持が困難になる。 

・高齢化が進み、自家用車を運転できない人が多くなる。 

【現況・特性】 

・2015 年～2040 年までに人口が約
2 割減少し、高齢者の割合が増加する
見込み。 

・世帯数は今後減少に転じると予測。 

・市街地の外側で人口増、中心部で人口
減が予測。 

【現況・特性】 

・温室効果ガスの排出量は全体的に減少
傾向だが近年微増。 

・運輸部門の排出量割合が高く令和元年
度の構成比では 40%を占める。 

【問題点】 
・市街地の拡散により、自家用車への依存、人口減少等によ

る公共交通の利用者減などにより、温室効果ガスの抑制が
困難となる。 


